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ている7。具体的には、日米同盟を重要な基軸と位置付けつつ、地域の特性や各国の事情を

考慮した上で、多角的・多層的な防衛協力・交流を積極的に推進していくこととし、同志

国等との連携強化を効果的に進める観点から、ＡＣＳＡを含む制度的枠組みの整備を更に

推進することとしている8。その一環として、日独ＡＣＳＡによって、日独間の安全保障面

での協力が円滑化し、両国間の協力が一層進展することが期待される。 

一方、2023年10月26日、会計検査院は、我が国がこれまでに締結したＡＣＳＡに基づく

提供に係る決済について、是正の処置を要求し、是正改善の処置を求めた9。2017年度から

2021年度までに行われた提供のうち手続取決めで定められた期限内に決済が完了していな

いと会計検査院から指摘を受けた110件については10、防衛省は既にその大部分の決済を完

了したとしている11。ＡＣＳＡは今後も活用されていくことが見込まれており、財政法の特

例として認められている決済手続が期限内に行われないという事態が再び起きることなく

ＡＣＳＡが適切に運用されるよう、防衛省においては組織内の意識改革も含めた再発防止

策の実施が求められよう。 

 

（あまいけ きょうこ・内線75165） 

 
7 「国家防衛戦略」（2022年12月16日国家安全保障会議及び閣議決定）７頁。なお、第一のアプローチは、我が

国自身の防衛体制の強化として、我が国の防衛の中核となる防衛力を抜本的に強化するとともに、国全体の

防衛体制を強化することであり、第二のアプローチは、同盟国である米国との協力を一層強化することによ

り、日米同盟の抑止力と対処力を更に強化することである。 
8 「国家防衛戦略」（2022年12月16日国家安全保障会議及び閣議決定）15頁 
9 会計検査院ウェブサイト「物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）に基づく提供に係る決済について」

〈https://www.jbaudit.go.jp/pr/kensa/result/5/pdf/051026__zenbun.pdf〉（2024年３月29日最終アクセス） 
10 110件のうち、米軍への燃料の提供が53件、米軍・豪軍・仏軍への燃料、食料等の提供が57件であり、決済が

完了していない取引金額の合計は１億3,507万余円とされている。 
11 2024年２月末時点において、米軍に対する16件（19万578円）の提供の決済が完了していない。 
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専修学校における教育の充実を図るための学校教育法改正案 

 
 

１．専修学校制度の概要 

 専修学校は、学校教育法第１条が定める学校1以外の教育施設で、職業若しくは実際生活

に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ることを目的として組織的な教育を行うもの

のうち、一定の要件2を満たすものである。昭和51年に新しい学校制度として創設され、教

育課程の編成や教員体制の構築等において自由かつ弾力的な教育が行われており、専門的

な知識、技術、国家資格を含む多様な資格を取得することができる。 

専修学校には、①中学校卒業程度を入学資格とする「高等課程」（高等専修学校）、②高

等学校卒業程度を入学資格とする「専門課程」（専門学校）、③入学資格を問わない「一般

課程」の三つの課程がある（課程別の学校数等は下表のとおり）。このうち専門学校につい

ては、生徒数が55万人を超え、18歳人口の進学率も２割以上に及ぶことから、高等教育の

多様化・個性化を図る上で重要な役割を果たしているとされる。 

 

表 専修学校の学校数等（令和５年５月１日現在） 

（出所）令和５年度学校基本調査等より作成  

 

２．学校教育法改正案提出の経緯 

文部科学省に設置されている「専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議」

は、令和４年９月から、社会人や留学生の受入れに関する振興策や職業教育体系の確立に

向けた質保証の在り方等について議論を行い、令和６年１月、「実践的な職業教育機関とし

ての専修学校の教育の質保証・向上と振興に向けて」（以下「協力者会議報告書」という。）

を取りまとめた。協力者会議報告書では、「人生100年時代」やデジタル社会の進展の中で、

職業に結び付く実践的な知識・技術・技能や資格の修得に向けて、リカレント・リスキリ

ング教育を含めた職業教育の重要性が高まっていることを踏まえ、専門学校における教育

と大学における教育との間の制度的な整合性を高め、両者の間の円滑な移行を可能にする

 
1 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校 
2 修業年限が１年以上、授業時数が文部科学大臣の定める授業時数以上、教育を受ける者が常時40人以上 

入学資格 学校数 学科数 生徒数

高等課程
（高等専修学校）

中学校卒業等又はこれと同等以上の学力がある者 386校 502学科 33,150人

専門課程
（専門学校）

高等学校卒業等又はこれに準ずる学力がある者 2,693校 8,570学科 555,342人

一般課程 問わない 140校 251学科 19,459人

総計 3,020校（※） 9,323学科 607,951人

※学校数の総計は、各課程の重複を除く
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とともに、専門学校卒業生の学修成果の社会的な評価の向上や学修継続の機会を確保する

ことが求められているとされ、学校教育法の改正を含む制度改正が必要とされた。 

以上のような状況を踏まえ、政府は、令和６年３月１日、専修学校における教育の充実

を図るための「学校教育法の一部を改正する法律案」（閣法第35号。以下「学校教育法改正

案」という。）を閣議決定し、国会に提出した。 

 

３．学校教育法改正案の概要  

（１）大学等との制度的整合性の向上（専門課程の入学資格厳格化、単位制の法定化） 

 現在、専門課程の入学資格は、高等学校等を卒業した者又はこれに「準ずる学力がある

と認められた者」とされているところ、本改正により、高等学校等を卒業した者又はこれ

と「同等以上の学力があると認められた者」となり、大学の入学資格と同様になる。また、

現在、専修学校在籍者の呼称は、中学校や高等学校と同じ「生徒」とされているが、専修

学校のうち専門課程の在籍者の呼称が大学等と同じ「学生」に改められる。 

専修学校となるために必要な要件（脚注２参照）のうち、「授業時数が文部科学大臣の定

める授業時数以上であること。」の「授業時数」が「授業時数又は単位数」に改められる3。 

  

（２）専門課程修了者の学修継続の機会確保・社会的評価の向上（専攻科の設置、大学編

入学資格・専門士の称号の付与） 

 現在、学校教育法に専修学校における専攻科の設置規定はないが4、本改正により、修業

年限２年以上等の基準を満たす専門課程（特定専門課程）を置く専修学校には、専攻科を

置くことができることとなる5。また、特定専門課程の修了者は、大学編入学資格が認めら

れるとともに、「専門士」と称することができることとなる6。 

 

（３）教育の質の保証（自己点検評価の義務付け等） 

現在、専修学校における評価は、小学校の学校評価の規定が準用されており、自己評価

が義務付けられるとともに、学校関係者評価が努力義務とされている。本改正により、専

門課程を置く専修学校は、その教育水準の向上に資するため、大学と同等の項目7での自己

点検評価が義務付けられる（小学校の自己評価の義務規定は準用されなくなる）とともに、

外部の識見を有する者による評価を受ける努力義務が定められる。「外部の識見を有する

者」として、協力者会議報告書では「独立した専門の評価機関」が想定されるとしている。 

（徳田
と く だ

 貴子
た か こ

・文教科学委員会調査室） 

 
3 現在も学校教育法施行規則に基づき、各学校が一定の授業時数を満たした上で単位制を採用することは可能。 
4 現在各学校が称している「専攻科」は、学校教育法に定めのないものである。 
5 一定の要件を満たす専攻科は、修学支援新制度（授業料等の減免、給付型奨学金の支給）の対象となる。 
6 現行の学校教育法でも、修業年限２年以上等の基準を満たす専門課程を修了した大学入学資格保有者に大学

編入学資格が認められている。また、告示に基づき、修業年限２年以上等の要件を満たし文部科学大臣の認

定を受けた専門課程の修了者は、専門士と称することができる（本改正で専門士が法律に位置付けられる）。 
7 教育、組織及び運営並びに施設及び設備の状況。大学はこれらに加え、研究の状況も自己点検評価の対象。 


